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てその結果市民の知る権利も害される。取材源の開示 このよう 報道関係者と公共の双方にとっても不利益である。このことはたしかにだれもが認め ことである。しかし、注意しておかなければならないこ がある。それは、報道関係者は、証言 するか否かに関係なく、既に当該取材源から情報を得ており、報道もなされているのであるから、この不利益は、将来の
000
取材活動の障害になるという不利益であることである。この点



































































































































































あろう。このような考え方によれば、証言拒絶は真実に即 た事実認定の障害になり得るものであり、したがって公共の利益を害する虞を孕んだものであ いうこと なる。証言拒絶によって られる利益とこれにより失われる不利益 比較が、証言拒絶権を認めるか否かの基準に とされるのは、このためである。　
しかし、証言拒絶が客観的な事実に適う事実認定の障害にな 得るこ 当然に予測されるこ である。





























当事者になっていなかった者には既判 等の判決の法的効力は及ばない。した って 薬害・公害事件であることを理由 証言拒絶権を否定することはできな 。　
第二に、ＮＨＫ記者事件をはじめとする 連の決定例の基本事件はアメリカ合衆国において、同国 国税当




















































れが憲法上保障されていることからして たしかに、取材活動 違法性 判断には慎重でなければならない。しかし、取材活動であることが当然の免罪符になるわけではなく、取材活動が刑罰規定に触れることもあり得る。そのような取材活動を行った報道関係者の利益は保護に値し いということはでき 。　
しかし、報道関係者についてはそ ようにいうことができるとしても 取材源 立場も考慮されなければな


















































































































































事訴訟法』 〇一頁〔松浦馨＝加藤新太郎〕 （弘文堂、第二版、二〇一一年） 、斎藤秀夫ほか編『注解民事訴訟法（
（） 』四三七頁以下〔斎藤秀夫＝東孝行〕 （第一法規、第二版、一九九三年） 、早田尚貴「証言拒絶権」門口正人編集
















































































































同じ趣旨の見解を主張し 石渡哲「民事訴訟における時機に後れた攻撃防禦方法却下の根拠」法研六八巻一二号二七三頁以下〈一九九五年〉 ） 。この考え方は、攻撃防禦方法の失権（民訴一五七条一項・二項・一五七条の ）のほか、本稿における考察の対象である証言拒絶権や文書提出義務の除外事由（同二二〇条四項イ〜ホ、とくにハ、ニ）にも当てはまる。
（
29）	
松本＝上野・前掲注（
25）四八六頁
	 、松本・前掲注（
25）一三一頁。
（
30）	
大工強「判批」金判一二二六号四頁、戸田・前掲注（
2）一〇三二頁注（
36）参照。
（
31）	
上田徹一郎『民事訴訟法』四七二頁（法学書院、第七版、二〇一一年） 。
（
32）	
抗告許可申立理由は、基本事件が国家賠償事件 あることを指摘している。最高裁は決定理由において、基本事件
が株価の下落や配当額の減少を理由とす 損害賠償であることを理由として、その社会的重大性は否定したが、国家賠償事件であることについては言及していない で、基本事件が日本法における国家賠償事件に当たることはとくに否定していないものと解される。戸田・前掲注（
2）一〇三二頁注（
3（）参照。
（
33）	
伊藤・前掲注（
13）三八一─三八二頁。
（
34）	
最決昭和五三年五月三一日刑集三二巻三号四五七頁。
（
35）	
戸田・前掲注（
2）一〇二九頁注（
32） 。
（
36）	
戸田・前掲注（
2）一〇二一頁、一〇二九─一〇三〇頁注（
33）参照。
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（3（）	
戸田・前掲注（
2）一〇二九─一〇三〇頁注（
33） 。
（
38）	
秘密の帰属主体が秘密の利益を放棄した場合には、証言拒絶権が認められないことについては、異論はない。伊
藤・前掲注（
14）三七九頁、秋山ほか・前掲注（
14）一九四頁等。
（
39）	
伊藤・前掲注（
14）三八二頁、松本＝上野・前掲注（
25）四八六頁、松本・前掲注（
25）一三一頁。
（
40）	
注（
3）に同じ。
（
41）	
シーバード（伊藤訳） ・前掲注（
6）三〇頁がこの間の事情を述べている。
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